
JP 2017-181093 A 2017.10.5

10

(57)【要約】
【課題】空間的粒度が粗く且つ時間間隔が一定でない通
信履歴を用いて、端末測位機能の起動頻度を低減させて
も、端末測位に近い測位結果を得ることができる携帯端
末等を提供する。
【解決手段】自ら現在位置を測位する端末測位手段と、
通信可能な基地局の位置情報から現在位置を測位する基
地局測位手段とを有する携帯端末において、基地局と通
信した際に、時刻及び基地局識別子を対応付けた通信ロ
グを蓄積する通信履歴蓄積手段と、現時刻から過去への
所定時間窓に含まれる通信ログの各基地局と、現時刻に
通信可能な基地局との位置関係に応じて、「滞在」か否
かを判定する滞在判定手段と、端末測位手段を常時不起
動としており、判定が「滞在」へ変化した際に、当該端
末測位手段を起動して、自ら現在位置を測位するように
制御する端末測位制御手段とを有する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自ら現在位置を測位する端末測位手段と、通信可能な基地局の位置情報から現在位置を
測位する基地局測位手段とを有する携帯端末において、
　基地局と通信した際に、時刻及び基地局識別子を対応付けた通信ログを蓄積する通信履
歴蓄積手段と、
　現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログの各基地局と、現時刻に通信可能な
基地局との位置関係に応じて、「滞在」か否かを判定する滞在判定手段と、
　前記端末測位手段を常時不起動としており、判定が移動から「滞在」へ変化した際に、
当該端末測位手段を起動して、自ら現在位置を測位するように制御する端末測位制御手段
と
を有することを特徴とする携帯端末。
【請求項２】
　前記端末測位制御手段は、判定が「滞在」から移動へ変化した際に、当該端末測位手段
を起動して、自ら現在位置を測位するように制御する
ことを特徴とする請求項１に記載の携帯端末。
【請求項３】
　前記位置関係は、基地局間の距離であり、
　前記端末測位制御手段は、
（１）判定が移動であって、通信ログ間の基地局の位置情報が所定距離以上離れた際、
（２）判定が移動であって、基地局の位置情報及び経過時間に基づく移動速度が所定速度
以上となった際、
（３）判定が「滞在」であって、その継続時間が所定時間以上となった際、
（４）通信ログが取得されない継続時間が、所定時間以上となった際
のいずれか又は２つ以上の組み合わせが生じた際に、当該端末測位手段を起動して、現時
刻における現在位置を測位する
ことを特徴とする請求項１又は２に記載の携帯端末。
【請求項４】
　前記端末測位手段は、ＧＰＳ(Global Positioning System)、ＰＤＲ(Pedestrian Dead 
Reckoning、歩行者向け自律航法）、無線ＬＡＮ、ＢＬＥ(Bluetooth Low Energy)のいず
れか又は２つ以上の組み合わせに基づいて現在位置を測位する
ことを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の携帯端末。
【請求項５】
　前記位置関係は、基地局間の距離であり、
　前記滞在判定手段は、現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログ数を、現時刻
に通信可能な基地局の位置情報から所定距離以内となる基地局の位置情報を含むログ数で
除算した滞在割合を算出し、当該滞在割合が所定割合以上となる場合に「滞在」と判定す
る
ことを特徴とする請求項１から４のいずれか１項に記載の携帯端末。
【請求項６】
　前記滞在判定手段の前記所定時間窓は、
　　現時刻から過去への所定時間の固定時間窓か、又は、
　　前記固定時間窓によって「滞在」と判定された際に、次時刻の時間窓を、現時刻の固
定時間窓を含むように過去時間を長く設定する変動時間窓である
ことを特徴とする請求項１から５のいずれか１項に記載の携帯端末。
【請求項７】
　自ら現在位置を測位する端末測位手段を有する携帯端末と、
　基地局が前記携帯端末と通信した際に、時刻及び基地局識別子を対応付けた通信ログを
蓄積する通信履歴蓄積手段を有する通信設備装置と
を有するシステムにおいて、
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　前記通信設備装置は、
　現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログの各基地局と、現時刻に通信可能な
基地局との位置関係に応じて、「滞在」か否かを判定する滞在判定手段と、
　判定が移動から「滞在」へ変化した際に、前記携帯端末へ端末測位の起動を指示する端
末測位制御手段と、
　前記携帯端末から、端末測位結果を受信する端末測位結果受信手段と
を有し、
　前記携帯端末は、
　前記端末測位手段を常時不起動としており、前記通信設備装置から、当該端末測位の起
動の指示を受信した際に、前記端末測位手段を起動し、自ら端末位置を測位するように制
御する端末測位起動手段と、
　前記端末測位手段の端末測位結果を、前記通信設備装置へ送信する端末測位結果送信手
段と
を有することを特徴とするシステム。
【請求項８】
　携帯端末に搭載されたコンピュータを、自ら現在位置を測位する端末測位手段と、通信
可能な基地局の位置情報から現在位置を測位する基地局測位手段として機能させるプログ
ラムにおいて、
　基地局と通信した際に、時刻及び基地局識別子を対応付けた通信ログを蓄積する通信履
歴蓄積手段と、
　現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログの各基地局と、現時刻に通信可能な
基地局との位置関係に応じて、「滞在」か否かを判定する滞在判定手段と、
　前記端末測位手段を常時不起動としており、判定が「滞在」へ変化した際に、当該端末
測位手段を起動して、自ら現在位置を測位するように制御する端末測位制御手段と
してコンピュータを機能させることを特徴とする携帯端末用のプログラム。
【請求項９】
　自ら現在位置を測位する端末測位部と、通信可能な基地局の位置情報から現在位置を測
位する基地局測位部とを有する装置の測位方法において、
　前記装置は、基地局と通信した際に、時刻及び基地局識別子を対応付けた通信ログを蓄
積する通信履歴蓄積部を有し、
　前記装置は、
　現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログの各基地局と、現時刻に通信可能な
基地局との位置関係に応じて、「滞在」か否かを判定する第１のステップと、
　前記端末測位部を常時不起動としており、判定が「滞在」へ変化した際に、当該端末測
位部を起動して、自ら現在位置を測位するように制御する第２のステップと
を実行することを特徴とする装置の測位方法。
【請求項１０】
　自ら現在位置を測位する端末測位部を有する携帯端末と、
　基地局が前記携帯端末と通信した際に、時刻及び基地局識別子を対応付けた通信ログを
蓄積する通信履歴蓄積部を有する通信設備装置と
を有するシステムの測位方法において、
　前記通信設備装置が、現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログの各基地局と
、現時刻に通信可能な基地局との位置関係に応じて、「滞在」か否かを判定する第１のス
テップと、
　前記通信設備装置が、判定が「滞在」へ変化した際に、前記携帯端末へ端末測位の起動
を指示する第２のステップと、
　前記携帯端末が、前記端末測位部を常時不起動としており、前記通信設備装置から、当
該端末測位の起動の指示を受信した際に、前記端末測位部を起動し、自ら端末位置を測位
するように制御する第３のステップと、
　前記携帯端末が、前記端末測位部の端末測位結果を、前記通信設備装置へ送信する第４
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のステップと、
　前記通信設備装置が、前記携帯端末から、端末測位結果を受信する第５のステップと
を有する
ことを特徴とするシステムの測位方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ユーザが所持する携帯端末における通信履歴を用いて、そのユーザの位置を
推定する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　スマートフォンやタブレットのような携帯端末は、一般に、ＧＰＳ(Global Positionin
g System)や加速度センサ等の「端末測位機能」を搭載している。
　従来、携帯端末が、ＧＰＳ機能によって計測された位置情報をサーバへ送信し、当該サ
ーバが、そのユーザの行動履歴から行動範囲を算出し、その行動範囲に適した情報を提供
する技術がある（例えば特許文献１参照）。この技術によれば、多数の携帯端末における
位置情報同士の距離に基づいてクラスタリングし、ユーザ毎の行動範囲を算出する。
　また、携帯端末のＧＰＳ機能によって取得された位置情報に基づく行動履歴から、ユー
ザにとって有意な位置を学習する技術がある（例えば非特許文献１参照）。この技術によ
れば、k-meansの改良方法によってユーザ毎の位置情報をクラスタリングし、総滞在時間
に基づいて滞在状態を判定している。
　更に、２次元平面上における無限混合ガウスモデルを用いて、ユーザの位置情報をクラ
スタリングする技術もある（例えば非特許文献２参照）。
【０００３】
　一方、携帯端末は、現に接続している基地局の位置情報を、当該携帯端末の位置情報と
して用いる「基地局測位機能」もある。但し、基地局測位は、端末測位と比較して、基地
局配置の空間的粒度が粗いために誤差が大きく、測位タイミングも一定ではない。
【０００４】
　また、通信事業者側として通信設備装置によって取得可能な、各携帯端末が配下となる
基地局の位置情報を用いて、ユーザの有意圏を推定する技術がある（例えば特許文献２参
照）。この技術によれば、各携帯端末について、多数の基地局の位置情報をクラスタリン
グ（集約）して滞在／移動を判定している。但し、基地局測位における「滞在」位置の精
度は低くなる。
【０００５】
　更に、通信事業者側として、携帯端末が配下となる基地局の位置情報の履歴に対して、
「Leader Algorithm」と称される凝集型クラスタリング方法を用いて、有意圏を推定する
技術もある（例えば非特許文献３参照）。
【０００６】
　更に、通信事業者側として、各携帯端末における基地局の切り替わり回数に対して上限
値（例えば３回）を設定し、その上限値を超えない一連の時間帯を「滞在」と判定する技
術もある（例えば非特許文献４参照）。
【０００７】
　更に、通信事業者側として、時系列の通信ログを所定の時間窓に区分し、時間窓毎に複
数の基地局の位置情報における確率分布に基づいて、滞在／移動を判定する技術もある（
例えば特許文献３参照）。「滞在」と判定された場合、各時間窓における複数の位置情報
の重心を代表点とし、代表点と距離が近い集合にクラスタリング（集約）する。そのクラ
スタから得られた位置を、滞在位置とする。
【０００８】
　更に、通信事業者側として、通信ログの位置情報から、滞在状態の判定と滞在位置を判
定する技術もある（例えば非特許文献５参照）。この技術によれば、時系列の通信ログの
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位置情報が、連続して閾値Ｄの範囲外となる場合、最初に閾値Ｄの範囲外となった通信ロ
グの直前までを、同一のクラスタとする。同一のクラスタとなった場合、クラスタ内の全
レコードの重心を算出し、次に生じた通信ログとの距離を比較し、距離がＤの範囲内であ
れば、次に生じた通信ログも同一のクラスタとし、新たな重心を算出する。ここで、通信
ログが連続して距離Ｄの範囲外である場合、最初にＤの範囲外となった通信ログの直前ま
でが同一のクラスタとなる。但し、閾値Ｄの範囲外となる通信ログが連続して現れても、
所定数を超える前にその直前のクラスタに含まれる通信ログが生じた場合、閾値Ｄの範囲
外である通信ログは外れ値として扱う。また、連続して異なるクラスタが生じた場合でも
、クラスタの中心間の距離がＤ／３以内であれば、これらのクラスタを同一のクラスタと
みなす。そして、クラスタの重心を、滞在位置とする。
【０００９】
　更に、滞在と判定された通信ログが発生した時刻から、所定時間mintimeだけ遡った時
間範囲に含まれる全通信ログとの距離を算出し、各通信ログとの距離が閾値Ｄの範囲内で
あれば、同一の「滞在」であると判定する技術がある（例えば非特許文献６参照）。ここ
で、同一の滞在と判定された場合、各通信ログ間の距離を総当りで求め、合計距離が最小
となる通信ログの場所を「滞在位置」とする。また、それ以降に発生した通信ログについ
ては、滞在位置との距離がＤ／２以内であれば、同一の滞在位置とする。一方で、この条
件を満たさなければ、その直前の通信ログまでを「滞在」とし、新たな通信ログを開始点
として順次に通信ログを処理する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２０１０－４９２９５号公報
【特許文献２】特開２０１２－８５０９５号公報
【特許文献３】特開２０１４－１１６８０８号公報
【非特許文献】
【００１１】
【非特許文献１】遠山緑生、服部隆志、荻野達也、「携帯電話の測位機能を用いた有意位
置の学習」、情報処理学会論文誌、vol.46 No.12、pp.2915-2924、2005
【非特許文献２】Petteri Nurmi、Sourav Bhattacharya、「Identifying Meaningful Pla
ces: The Non-parametric Way」、Pervasive 2008、pp.111-127、2008
【非特許文献３】S. Isaacman、R. Becker、R. Caceres、S.G. Kobourov、M. Martonosi
、J. Rowland、and A. Varshavsky、「Identifying Important Places in People's Live
s from Cellular Network Data」、Proc. of the 9th International Conference on Per
vasive Computing、pp.133-151、2011
【非特許文献４】M.A. Bayir、M. Demirbas、and N. Eagle、「Mobility profiler: A fr
amework for discovering mobility profiles of cell phone users」、Proc. of the In
ternational Conference on Pervasive and Mobile Computing、vol.6、no.4、pp.435--4
54、2010
【非特許文献５】J. H. Kang、W. Welbourne、B. Stewart, G. Borriello、「Extracting
 places from traces of locations」、ACM SIGMOBILE Mobile Computing and Communica
tions Review、vol.9、no.3、July 2005
【非特許文献６】J. Liu、O. Wolfson、H. Yin、「Extracting Semantic Location from 
Outdoor Positioning Systems」、Proc. of the 7th International Conference on Mobi
le Data Management (MDM 2006)、pp.73、2006
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　特許文献１、非特許文献１及び２に記載された技術によれば、端末測位機能としてＧＰ
Ｓを用いたものである。そのために、携帯端末は、常時（滞在中であっても）、ＧＰＳを
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起動させておく必要があり、携帯端末にとって消費電力の問題がある。
【００１３】
　また、特許文献２、３及び非特許文献３～６に記載の技術によれば、通信事業者側が、
携帯端末を測位する技術であって、携帯端末自身が測位に用いるものではない。この場合
、空間粒度の粗い基地局位置に基づくため、高い位置測位精度が得られない。
　特に、特許文献３の技術によれば、滞在判定された位置情報に基づき、Meanshift法を
用いて滞在位置を推定しているが、移動と滞在を判定する点について問題がある。この技
術によれば、１つの時間窓に含まれる複数の基地局の間を移動端末が移動した場合におい
ても、滞在と判定される場合がある。また、１つの時間窓に滞在の条件を満たす基地局が
多数存在した場合、計算量も増大する。更に、時間窓は、時間幅とシフト幅とが用いられ
ており、シフト幅は、時間幅と重複するために、ここでも計算量が増大する。
【００１４】
　これに対し、本願の発明者らは、携帯端末に搭載された端末測位機能を起動させる頻度
を低減させつつ、できる限り精度高い測位を実現することができないか？と考えた。即ち
、前述したように通信事業者側で機能する基地局測位機能を、携帯端末に搭載することに
よって、端末測位機能の起動頻度を低減させることはできないか？と考えた。
【００１５】
　そこで、本発明は、空間的粒度が粗く且つ時間間隔が一定でない通信履歴を用いて、端
末測位機能の起動頻度を低減させても、端末測位に近い測位結果を得ることができる携帯
端末、システム、プログラム及び方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明によれば、自ら現在位置を測位する端末測位手段と、通信可能な基地局の位置情
報から現在位置を測位する基地局測位手段とを有する携帯端末において、
　基地局と通信した際に、時刻及び基地局識別子を対応付けた通信ログを蓄積する通信履
歴蓄積手段と、
　現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログの各基地局と、現時刻に通信可能な
基地局との位置関係に応じて、「滞在」か否かを判定する滞在判定手段と、
　端末測位手段を常時不起動としており、判定が移動から「滞在」へ変化した際に、当該
端末測位手段を起動して、自ら現在位置を測位するように制御する端末測位制御手段と
を有することを特徴とする。
【００１７】
　本発明の携帯端末における他の実施形態によれば、
　端末測位制御手段は、判定が「滞在」から移動へ変化した際に、当該端末測位手段を起
動して、自ら現在位置を測位するように制御することも好ましい。
【００１８】
　本発明の携帯端末における他の実施形態によれば、
　位置関係は、基地局間の距離であり、
　端末測位制御手段は、
（１）判定が移動であって、通信ログ間の基地局の位置情報が所定距離以上離れた際、
（２）判定が移動であって、基地局の位置情報及び経過時間に基づく移動速度が所定速度
以上となった際、
（３）判定が「滞在」であって、その継続時間が所定時間以上となった際、
（４）通信ログが取得されない継続時間が、所定時間以上となった際
のいずれか又は２つ以上の組み合わせが生じた際に、当該端末測位手段を起動して、現時
刻における現在位置を測位することも好ましい。
【００１９】
　本発明の携帯端末における他の実施形態によれば、
　端末測位手段は、ＧＰＳ(Global Positioning System)、ＰＤＲ(Pedestrian Dead Reck
oning、歩行者向け自律航法）、無線ＬＡＮ、ＢＬＥ(Bluetooth Low Energy)のいずれか
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又は２つ以上の組み合わせに基づいて現在位置を測位することも好ましい。
【００２０】
　本発明の携帯端末における他の実施形態によれば、
　位置関係は、基地局間の距離であり、
　滞在判定手段は、現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログ数を、現時刻に通
信可能な基地局の位置情報から所定距離以内となる基地局の位置情報を含むログ数で除算
した滞在割合を算出し、当該滞在割合が所定割合以上となる場合に「滞在」と判定するこ
とも好ましい。
【００２１】
　本発明の携帯端末における他の実施形態によれば、
　滞在判定手段の所定時間窓は、
　　現時刻から過去への所定時間の固定時間窓か、又は、
　　固定時間窓によって「滞在」と判定された際に、次時刻の時間窓を、現時刻の固定時
間窓を含むように過去時間を長く設定する変動時間窓であることも好ましい。
【００２２】
　本発明によれば、
　自ら現在位置を測位する端末測位手段を有する携帯端末と、
　基地局が携帯端末と通信した際に、時刻及び基地局識別子を対応付けた通信ログを蓄積
する通信履歴蓄積手段を有する通信設備装置と
を有するシステムにおいて、
　通信設備装置は、
　現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログの各基地局と、現時刻に通信可能な
基地局との位置関係に応じて、「滞在」か否かを判定する滞在判定手段と、
　判定が移動から「滞在」へ変化した際に、携帯端末へ端末測位の起動を指示する端末測
位制御手段と、
　携帯端末から、端末測位結果を受信する端末測位結果受信手段と
を有し、
　携帯端末は、
　端末測位手段を常時不起動としており、通信設備装置から、当該端末測位の起動の指示
を受信した際に、端末測位手段を起動し、自ら端末位置を測位するように制御する端末測
位起動手段と、
　端末測位手段の端末測位結果を、通信設備装置へ送信する端末測位結果送信手段と
を有することを特徴とする。
【００２３】
　本発明によれば、
　携帯端末に搭載されたコンピュータを、自ら現在位置を測位する端末測位手段と、通信
可能な基地局の位置情報から現在位置を測位する基地局測位手段として機能させるプログ
ラムにおいて、
　基地局と通信した際に、時刻及び基地局識別子を対応付けた通信ログを蓄積する通信履
歴蓄積手段と、
　現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログの各基地局と、現時刻に通信可能な
基地局との位置関係に応じて、「滞在」か否かを判定する滞在判定手段と、
　端末測位手段を常時不起動としており、判定が「滞在」へ変化した際に、当該端末測位
手段を起動して、自ら現在位置を測位するように制御する端末測位制御手段と
してコンピュータを機能させることを特徴とする。
【００２４】
　本発明によれば、
　自ら現在位置を測位する端末測位部と、通信可能な基地局の位置情報から現在位置を測
位する基地局測位部とを有する装置の測位方法において、
　装置は、基地局と通信した際に、時刻及び基地局識別子を対応付けた通信ログを蓄積す
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る通信履歴蓄積部を有し、
　装置は、
　現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログの各基地局と、現時刻に通信可能な
基地局との位置関係に応じて、「滞在」か否かを判定する第１のステップと、
　端末測位部を常時不起動としており、判定が「滞在」へ変化した際に、当該端末測位部
を起動して、自ら現在位置を測位するように制御する第２のステップと
を実行することを特徴とする。
【００２５】
　本発明によれば、
　自ら現在位置を測位する端末測位部を有する携帯端末と、
　基地局が携帯端末と通信した際に、時刻及び基地局識別子を対応付けた通信ログを蓄積
する通信履歴蓄積部を有する通信設備装置と
を有するシステムの測位方法において、
　通信設備装置が、現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログの各基地局と、現
時刻に通信可能な基地局との位置関係に応じて、「滞在」か否かを判定する第１のステッ
プと、
　通信設備装置が、判定が「滞在」へ変化した際に、携帯端末へ端末測位の起動を指示す
る第２のステップと、
　携帯端末が、端末測位部を常時不起動としており、通信設備装置から、当該端末測位の
起動の指示を受信した際に、端末測位部を起動し、自ら端末位置を測位するように制御す
る第３のステップと、
　携帯端末が、端末測位部の端末測位結果を、通信設備装置へ送信する第４のステップと
、
　通信設備装置が、携帯端末から、端末測位結果を受信する第５のステップと
を有する
ことを特徴とする。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明の携帯端末、システム、プログラム及び方法は、空間的粒度が粗く且つ時間間隔
が一定でない通信履歴を用いて、端末測位機能の起動頻度を低減させても、端末測位に近
い測位結果を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】携帯端末を所持したユーザの滞在／移動を表す説明図である。
【図２】本発明における携帯端末の機能構成図である。
【図３】携帯端末に蓄積される通信ログを表す説明図である。
【図４】基地局位置情報を併合した、通信履歴蓄積部に蓄積された通信ログを表す説明図
である。
【図５】固定時間窓を表す説明図である。
【図６】固定時間窓の遷移を表す説明図である。
【図７】変動時間窓を表す説明図である。
【図８】変動時間窓の遷移を表す説明図である。
【図９】ユーザの軌跡と通信ログの位置とを関係を表す説明図である。
【図１０】本発明における携帯端末及び通信設備装置からなるシステム構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下、本発明の実施形態について、図面を用いて詳細に説明する。
【００２９】
　図１は、携帯端末を所持したユーザの滞在／移動を表す説明図である。
【００３０】
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　図１によれば、携帯端末１を所持したユーザは、徒歩を含めて、電車やバス、自動車、
自転車に乗車／降車し、滞在／移動を繰り返している。携帯端末１としては、スマートフ
ォンやタブレット、携帯電話機、ウェアラブルデバイスのようなものである。図１によれ
ば、携帯端末１を所持するユーザは、自宅、Ａ駅、Ｂ駅及び勤務先で「滞在」状態となり
、これら「滞在」状態の間を移動している。尚、携帯端末１は、どの位置にあっても、い
ずれかの基地局３配下で通信することができる。
【００３１】
　基地局３は、通信事業者によって広域無線通信網（携帯電話網）のエッジとして配置さ
れたものである。広域無線通信網は、通信事業者によって運用されており、ＬＴＥ(Long 
Term Evolution)、ＷｉＭＡＸ（Worldwide Interoperability for Microwave Access）又
は３Ｇ（3rd Generation）等の無線系アクセスネットワークである。
【００３２】
　携帯端末１及び基地局３は互いに、通信が発生した時刻（日時刻）に、通信ログを取得
することができる。基地局３は、自らの配下で接続した携帯端末の識別子を取得でき、携
帯端末１は、現に接続した基地局の識別子を取得できる。ここでは、ユーザ操作に基づく
通話やメール送受信、Ｗｅｂサイトアクセスの通信に限られず、アプリケーションがバッ
クグラウンドで適宜実行するサーバと通信も含まれる。これら通信ログは、携帯端末１で
収集すると共に、通信事業者の通信設備装置２へ収集されるものであってもよい。
【００３３】
　図２は、本発明における携帯端末の機能構成図である。
【００３４】
　本発明の携帯端末１は、自ら現在位置を測位する端末測位部１０１と、通信可能な基地
局の位置情報から現在位置を測位する基地局測位部１０２とを有する。
　また、図２の携帯端末１２によれば、通信履歴蓄積部１１と、滞在判定部１２と、端末
測位制御部１３とを有する。これら機能構成部は、携帯端末に搭載されたコンピュータを
機能させるプログラムを実行することによって実現される。また、これら機能構成部の処
理の流れは、携帯端末の測位方法としても理解できる。
【００３５】
＜端末測位部１０１＞
　端末測位部１０１は、現在位置を、当該携帯端末に搭載された測位機能によって計測す
るものである。端末測位部１０１としては、代表的にはＧＰＳ(Global Positioning Syst
em)であるが、それに限られず、ＰＤＲ(Pedestrian Dead Reckoning、歩行者向け自律航
法）、無線ＬＡＮ、ＢＬＥ(Bluetooth Low Energy)のいずれか又は２つ以上の組み合わせ
であってもよい。
【００３６】
　端末測位部１０１について、ＧＰＳの場合、測位精度は高いが、常時起動させておく必
要があり、無駄に電力を消費してしまう。一方で、屋内では、測位電波を受信できないた
めに、測位することができない。
　また、無線ＬＡＮやＢＬＥの場合、測位精度も高いが、屋内の狭域を対象としており、
特に屋外では測位精度が下がる場合もある。
　更に、ＰＤＲの場合、ユーザの移動軌跡を取得することもできるが、常時起動させてお
く必要があり、測位のために起点や向きのような他の情報を要する。
　本発明によれば、端末測位機能の起動頻度を低減させるために、通信ログに基づく基地
局測位機能を用いる。
【００３７】
＜基地局測位部１０２＞
　基地局測位部１０２は、通信可能な基地局の位置情報から現在位置を測位する。通信履
歴蓄積部１１に蓄積された通信ログ、即ち、過去に通信した基地局の位置情報を用いて、
当該携帯端末の位置を測位するために、その測位精度は低い。基地局測位部１０２として
は、様々な実施形態によって携帯端末の位置を決定することができるが、本発明によれば



(10) JP 2017-181093 A 2017.10.5

10

20

30

40

50

、少なくとも、通信した基地局の位置情報を、単に携帯端末の位置情報とするものであれ
ばよい。
【００３８】
［通信履歴蓄積部１１］
　通信履歴蓄積部１１は、基地局と通信した際に、日時刻及び基地局ＩＤ（識別子）を対
応付けた通信ログを蓄積する。通信ログが取得されるタイミングとしては、携帯端末１が
、ユーザ操作に基づく能動的な通信に限られず、ＯＳ又はアプリケーションがバックグラ
ウンドで通信した場合や、ハンドオーバが実行された場合がある。特に、携帯端末１に特
別なアプリケーションをインストールする必要もなく、ユーザ操作の負担もなく、別途に
消費電力を要することもない。
【００３９】
　図３は、携帯端末に蓄積される通信ログを表す説明図である。
【００４０】
　通信ログとは、時刻及び基地局ＩＤを時系列順に並べたものである。
　　　通信ログ［時刻，基地局ＩＤ］
　「時刻」とは、通信の接続開始時又は切断時のいずれであってもよい。尚、通信ログと
して、基地局ＩＤに加えて、基地局との間の電波信号強度（ＲＳＳＩ(Received Signal S
trength Indication)）や、基地局からの電波信号の放射方位（電波放射角）、往復遅延
時間（ＲＴＤ(Round Trip Delay time)）等の無線品質情報を更に対応付けたものであっ
てもよい。また、端末ＩＤとしては、当該端末の物理／論理アドレスや、電話番号であっ
てもよい。
【００４１】
　基地局ＩＤとした位置情報は、空間的粒度が粗く且つ時間間隔が一定でないものとなる
。ここで、「空間的粒度が粗く」とは、位置情報の間の実空間での（地理的な位置関係の
）距離が比較的長いことを意味する。また、「時間間隔が一定でない」とは、位置情報に
対応付けられた時刻の間の時間間隔が通信タイミングに依存してばらついていることを意
味する。
【００４２】
　図３によれば、端末ａが、基地局001から003までハンドオーバしながら、移動している
。ここで、基地局001<->002間の距離、基地局002<->003間の距離は、2kmであるとする。
このとき、端末ａが基地局001から002へハンドオーバした場合、基地局001<->002間の距
離と、通信ログの時間との関係から、「滞在」か否かを判定することができる。
【００４３】
　端末ａについて、以下のような通信ログが記録されている。
　　　ログ１［12:10:00、基地局001］
　　　ログ２［12:10:30、基地局001］
　ここでは、端末ａが通信する基地局001は変化していない。
　　　ログ３［12:11:00、基地局001］
　　　ログ４［12:11:30、基地局002］
　ここでは、端末ａが通信する基地局001->002へ変化しているが、その距離は2km以内と
短いために、実際に端末ａが移動しているのか又は電波干渉の影響かは不明である。
【００４４】
　図４は、基地局位置情報を併合した、通信履歴蓄積部に蓄積された通信ログを表す説明
図である。
【００４５】
　図４によれば、基地局位置情報が別途記憶されている。これは、基地局ＩＤ毎に、当該
基地局の緯度経度を対応付けたものである。図４によれば、例えば基地局001の位置情報
は、緯度37.21度及び経度139.31であることが理解できる。尚、基地局位置情報は、通信
設備装置２内に予め保持されたものであってもよいし、各基地局から受信するものであっ
てもよい。
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【００４６】
　通信ログについて、基地局ＩＤに、基地局の緯度経度をマージして記録する。図４によ
れば、以下のように位置情報が対応付けられる。
　　　ログ１［2014/7/31 20:11、位置情報37.21, 139.31］
　　　ログ２［2014/7/31 20:12、位置情報37.22, 139.32］
　　　・・・・・
【００４７】
［滞在判定部１２］
　滞在判定部１２は、現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログの各基地局と、
現時刻に通信可能な基地局との位置関係（例えば距離）に応じて、「滞在」か否かを判定
する。具体的には、現時刻から過去への所定時間窓に含まれる通信ログ数を、現時刻に通
信可能な基地局の位置情報から所定距離以内となる基地局の位置情報を含むログ数で除算
した滞在割合を算出し、当該滞在割合が所定割合以上となる場合に「滞在」と判定する。
滞在判定部１２の所定時間窓は、「固定時間窓」「変動時間窓」のいずれかに設定される
。
【００４８】
　図５は、固定時間窓を表す説明図である。
　図６は、固定時間窓の遷移を表す説明図である。
【００４９】
　「固定時間窓」は、現時刻から過去への所定時間の時間窓である。「所定時間」は、図
５によれば、例えば３分と設定している。この場合、現時刻から過去への３分を、固定時
間窓とする。固定時間窓の場合、図５のように、時間が経過すると共に、過去３分間の同
じ時間窓（固定時間窓）で進行していく。
【００５０】
　図５によれば、通信ログNo.1～No.15の各々について、固定時間窓における判定対象通
信ログが矢印で表されている。
　例えば固定時間窓＝３分とし、滞在割合を判定する所定割合＝１とし、所定距離＝5km
と設定する。
　所定割合＝１とした場合、時間窓の中で、現時刻の基地局からみて所定距離以上となる
基地局が１つでもあれば、「滞在でない（移動）」と判定する。即ち、滞在割合が高いほ
ど、「滞在」の度合いが高いと判断することができる。これによって、空間的粒度が粗く
且つ時間間隔が一定ではない位置情報に基づく通信ログであっても、ユーザの滞在状態を
判定することができる。
　尚、時間窓の中に、他の通信ログが全く含まれない場合も、携帯端末１は「滞在」であ
ると判定することが好ましい。
【００５１】
（例：図５及び図６の通信ログNo.7（日時刻t））
　現時刻の基地局001からみて、固定時間窓には基地局001,002が含まれる。ここで、基地
局002の位置情報は、基地局001の位置情報から所定距離以内である。そうすると、固定時
間窓のログ数＝３を、現時刻の位置から所定距離以内となるログ数＝３で除算した滞在割
合＝１（＝３／３）となる。滞在割合が所定割合（例えば１）以上となるために、「滞在
」と判定する。
【００５２】
（例：図５及び図６の通信ログNo.8（日時刻t+1））
　現時刻の基地局005からみて、固定時間窓には基地局001,002が含まれる。ここで、基地
局001,002の位置情報は、基地局005の位置情報から所定距離よりも離れている。そうする
と、固定時間窓のログ数＝３を、現時刻の位置から所定距離以内となるログ数＝０で除算
した滞在割合＝０（＝０／３）となる。滞在割合が所定割合よりも低いために、「移動」
と判定する。
【００５３】
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（例：図５及び図６の通信ログNo.9（日時刻t+2））
　現時刻の基地局005からみて、固定時間窓には基地局005,001,002が含まれる。ここで、
基地局001,002の位置情報は、基地局005の位置情報から所定距離よりも離れている。そう
すると、固定時間窓のログ数＝３を、現時刻の位置から所定距離以内となるログ数＝１で
除算した滞在割合＝０．３３（＝１／３）となる。滞在割合が所定割合よりも低いために
、「移動」と判定する。
【００５４】
（例：図５及び図６の通信ログNo.10（日時刻t+3））
　現時刻の基地局006からみて、固定時間窓には基地局005,001が含まれる。ここで、基地
局005の位置情報は、基地局006の位置情報から所定距離以内である。一方で、基地局001
の位置情報は、基地局006の位置情報から所定距離よりも離れている。そうすると、固定
時間窓のログ数＝３を、現時刻の位置から所定距離以内となるログ数＝２で除算した滞在
割合＝０．６６（＝２／３）となる。滞在割合が所定割合以上となるために、「移動」と
判定する。
【００５５】
（例：図５及び図６の通信ログNo.11（日時刻t+4））
　現時刻の基地局006からみて、固定時間窓には基地局005,006が含まれる。ここで、基地
局005の位置情報は、基地局006の位置情報から所定距離以内である。そうすると、固定時
間窓のログ数＝３を、現時刻の位置から所定距離以内となるログ数＝３で除算した滞在割
合＝１（＝３／３）となる。滞在割合が所定割合（例えば１）以上となるために、「滞在
」と判定する。
　このように、固定時間窓毎に時系列に、「滞在」か否かを判定する。
　尚、基地局の緯度経度に代えて、端末と周辺基地局との電界強度、ＲＴＤ等の無線情報
履歴を元に推定した周辺の基地局の緯度経度を利用することもできる。
【００５６】
　図７は、変動時間窓を表す説明図である。
　図８は、変動時間窓の遷移を表す説明図である。
【００５７】
　「変動時間窓」は、固定時間窓によって「滞在」と判定された際に、次時刻の時間窓を
、現時刻の固定時間窓を含むように過去時間を長く設定した時間窓である。即ち、変動時
間窓の最古時刻は、固定時間窓の最古時刻と同じか、又は、固定時間窓の最古時刻よりも
過去に長く設定される。
【００５８】
　最初の変動時間窓では、固定時間窓と同じ時間窓にリセットされる。
【００５９】
（例：図７及び図８の通信ログNo.7（日時刻t））
　現時刻の基地局001からみて、変動時間窓には基地局001,002,003が含まれる。ここで、
基地局002,003の位置情報は、基地局001の位置情報から所定距離以内である。そうすると
、変動時間窓のログ数＝６を、現時刻の位置から所定距離以内となるログ数＝６で除算し
た滞在割合＝１（＝６／６）となる。滞在割合が所定割合（１）以上となるために、「滞
在」と判定する。また、「滞在」の次時刻は、現時刻の変動時間窓を含むように過去時間
を長くする。
【００６０】
（例：図７及び図８の通信ログNo.8（日時刻t+1））
　現時刻の基地局005からみて、変動時間窓には基地局001,002,003が含まれる。ここで、
基地局001,002,003の位置情報は、基地局005の位置情報から所定距離よりも離れている。
そうすると、変動時間窓のログ数＝７を、現時刻の位置から所定距離以内となるログ数＝
０で除算した滞在割合＝０（＝０／７）となる。滞在割合が所定割合（１）よりも低いた
めに、「移動」と判定する。また、「移動」の次時刻は、固定時間窓に合わせる（図８の
t+3参照）。



(13) JP 2017-181093 A 2017.10.5

10

20

30

40

50

【００６１】
（例：図７及び図８の通信ログNo.9（日時刻t+2））
　現時刻の基地局005からみて、変動時間窓には基地局005,001,002が含まれる。ここで、
基地局001,002の位置情報は、基地局005の位置情報から所定距離よりも離れている。そう
すると、変動時間窓のログ数＝３を、現時刻の位置から所定距離以内となるログ数＝１で
除算した滞在割合＝０．３３（＝１／３）となる。滞在割合が所定割合（１）よりも低い
ために、「移動」と判定する。また、「移動」の次時刻は、固定時間窓に合わせる。
　尚、「移動」と判定された場合、時間窓に含まれる通信ログとの位置から速度を推定す
ることも好ましい。
【００６２】
（例：図７及び図８の通信ログNo.10（日時刻t+3））
　現時刻の基地局006からみて、変動時間窓には基地局005,001が含まれる。ここで、基地
局005の位置情報は、基地局006の位置情報から所定距離以内である。一方で、基地局001
の位置情報は、基地局006の位置情報から所定距離よりも離れている。そうすると、変動
時間窓のログ数＝３を、現時刻の位置から所定距離以内となるログ数＝２で除算した滞在
割合＝０．６６（＝２／３）となる。滞在割合が所定割合（１）よりも低いために、「移
動」と判定する。また、「移動」の次時刻は、固定時間窓に合わせる。
【００６３】
（例：図７及び図８の通信ログNo.11（日時刻t+4））
　現時刻の基地局006からみて、変動時間窓には基地局005,006が含まれる。ここで、基地
局005の位置情報は、基地局006の位置情報から所定距離以内である。そうすると、変動時
間窓のログ数＝３を、現時刻の位置から所定距離以内となるログ数＝３で除算した滞在割
合＝１（＝３／３）となる。滞在割合が所定割合（１）以上となるために、「滞在」と判
定する。また、「滞在」の次時刻は、現時刻の変動時間窓を含むように過去時間を長くす
る。
　このように、変動時間窓毎に時系列に、「滞在」か否かを判定する。
【００６４】
［端末測位制御部１３］
　端末測位制御部１３は、端末測位部１０１を常時不起動としており、判定が「滞在」へ
変化した際に、当該端末測位部１０１を起動して、自ら現在位置を測位するように制御す
る。
【００６５】
　図９は、ユーザの軌跡と通信ログの位置とを関係を表す説明図である。
【００６６】
　図９（ａ）によれば、通信ログの位置同士の間が、所定距離以下となる場合、「滞在」
と判定されている。このような場合、「滞在」と判定されたときに１回、端末測位によっ
て高精度の位置情報を計測すればよい。一方で、「移動」と判定されたときには適宜（所
定条件時）、端末測位機能を実行すればよい。これによって、端末測位機能の起動頻度を
低くすると共に、できる限り高精度の位置情報を取得することができる。
【００６７】
　図９（ｂ）によれば、経過時間に対して、基地局測位に基づく移動速度を表す。これは
、端末測位の実行タイミングを示すタイミングチャートである。通信ログに基づく基地局
測位の中で、★印によって端末測位が実行されている。ここでは、以下の条件に該当した
ときのみ、端末測位機能が実行される。
　　※１：時間窓内で「移動」から「滞在」へ変化した際
　　※２：時間窓内で「滞在」から「移動」へ変化した際
　　※３：時間窓内で「移動」と判定され、通信ログ間の基地局の位置情報が所定距離（
例えば１ｋｍ）以上離れた際
　　※４：時間窓内で「移動」と判定され、基地局の位置情報及び経過時間に基づく移動
速度が所定速度（例えば２０ｋｍ／ｈ）以上となった際
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　　※５：時間窓内で「滞在」と判定され、その継続時間が、所定時間（例えば１時間）
以上となった際
　　※６：通信ログが取得されない継続時間（例えば３０分）が所定時間以上となった際
　また、これら条件のいずれか又は２つ以上の組み合わせが生じた際に、当該端末測位部
１０１を起動して、現時刻における現在位置を測位する。
【００６８】
　図１０は、本発明における携帯端末及び通信設備装置からなるシステム構成図である。
【００６９】
　図１０によれば、携帯端末１が、自ら現在位置を測位する端末測位部１０１を有し、通
信設備装置２が、基地局が携帯端末と通信した際に、時刻及び基地局識別子を対応付けた
通信ログを蓄積する通信履歴蓄積部１１を有する。即ち、従来技術と同様に、通信設備装
置２が、基地局測位部１０２を有することとなる。
【００７０】
　通信設備装置２は、図２の携帯端末１における滞在判定部１２及び端末測位制御部１３
を有する。ここで、通信設備装置２の端末測位制御部１３は、判定が「滞在」へ変化した
際に、携帯端末へ端末測位の起動を指示するものである。また、通信設備装置２は、端末
測位結果受信部１４を更に有し、携帯端末１から受信した端末測位結果を受信し、アプリ
ケーションへ通知する。
【００７１】
　携帯端末１は、端末測位起動部１５及び端末測位結果送信部１６を更に有する。
　端末測位起動部１５は、端末測位部１０１を常時不起動としており、通信設備装置２か
ら、当該端末測位の起動の指示を受信した際に、端末測位部１０１を起動し、自ら端末位
置を測位するように制御する。
　端末測位結果送信部１６は、端末測位部１０１の端末測位結果を、通信設備装置２へ送
信する。
【００７２】
　以上、詳細に説明したように、本発明の携帯端末、システム、プログラム及び方法によ
れば、空間的粒度が粗く且つ時間間隔が一定でない通信履歴を用いて、端末測位機能の起
動頻度を低減させても、端末測位に近い測位結果を得ることができる。
【００７３】
　以上に述べた本発明の種々の実施形態について、本発明の技術思想及び見地の範囲内で
の種々の変更、修正及び省略は、当業者によれば容易に行うことができる。以上に述べた
説明はあくまで例示であって、何ら制約を意図するものではない。本発明は、特許請求の
範囲及びその均等物によってのみ制約される。
【符号の説明】
【００７４】
　１　携帯端末
　１０１　端末測位部
　１０２　基地局測位部
　１１　通信履歴蓄積部
　１２　滞在判定部
　１３　端末測位制御部
　１４　端末測位結果受信部
　１５　端末測位起動部
　１６　端末測位結果送信部
　２　通信設備装置
　３　基地局
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